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会 社 情 報

社 名 株 式 会 社 ＰＯＰＥＲ
所 在 地 東 京 都 中 央 区日本 橋 茅 場 町 1 -1 3 - 2 1 日本 橋 茅 場 町 阪 神 ビ ル 4F
代 表 者 栗 原 慎 吾
設 立 2 0 15 年1月
従 業 員 62名（2022年11月現在）
事 業 内 容 教 育 事 業 者 向 け 業 務 管 理 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 「C o mi r u」の 提 供

塾 は 常 に 子 供 / 親 と 向 き 合 う
場 所 で あ っ て ほ し い
代 表 取 締 役 C E O
栗 原 慎 吾

代 表 の 栗 原 は 学 習 塾 の 経 営 者 と 講 師 を 経 験 。
実 務 の 中 で 感 じ た 塾 業 界 の I T 化 の 遅 れ か ら く る
非 効 率 さ を 解 決 す べ く C o m i r u を 開 発 。

設 立 背 景

Company
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Define

「 勉 強 と い う 共 通 の 目 標 を 通 じ て 発 生 し た

先 生 と 生 徒 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン に よ り 、

双 方 が 双 方 の 変 化 を 支 援 し 、 喜 び を 感 じ 合 う こ と で あ る 。 」

教 え る と い う こ と の 我 々 の 定 義
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Mission
「 教 え る 」 を な め ら か に

わたしたちは、「教える」という現象の本質は、先生と生徒の関係性にあると考えています。
その関係性は相互に尊重しあい、相互にオープンで、相互に影響し合うものだと感じています。

この関係性を構築するために、少なくとも先生には気持ちと時間の余裕が必要です。
しかし、今という時代は、この関係性構築が非常に難しくなりました。

わたしたちの課題認識がここにあります。
「教える」というものが、我々の考える先生と生徒の理想的な関係性に戻すために何ができるだろうか？

このような観点にたって事業を展開していきます。
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事業内容の紹介

今後の成長戦略

主 な K P I と リ ス ク 情 報
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週に1時間以上 週に30分以上1時間未満 週に30分未満

当 社 が 注 力 す る 教 育 業 界 に お い て は I C T の 利 用 率 が 低 く 、 G I G A ス ク ー ル 構 想 の 推 進
及 び 生 徒 へ の 個 別 指 導 の 強 化 に よ り 、 今 後 市 場 環 境 は 変 革 さ れ る 見 込 み

GIGAスクール構想

・GIGAスクール構想の実施により、教育業界におけるICT推進の土壌は出来
つつある

・生徒一人ひとりに合わせた指導が、従前よりも強く求められており、教師は
以前よりも多くの時間を授業に注力する必要がある

教育現場におけるICT活用の現状

・教育現場においては、教室の授業におけるICTの活用率はOECD諸国の中で
最下位であり、今後大きな改善余地が残されている

 高速大容量の校内ネットワーク
 自動・生徒1人に1台の端末
 効率的、効果的な調達を支援

ICT環境の整備

 各地域の指導者養成
 ICT活用教育アドバイザーによる

ワークショップの開催
 ICT支援員など外部人材の活用

指導体制の強化
 学習者用デジタル教科書/教材の

活用促進
 ICTを活用した学習活動例の提示
 AIドリルなどの技術実証

ソフトの充実

活用率合計(%)

06 ※出所：OECD PISA2018データベースを基に国立教育政策研究所が作成（国語授業の場合） ※出所：文部科学省「GIGAスクール構想による1人1台端末環境の実現等について」より当社が作成



教 育 業 界 の I C T 市 場 ポ テ ン シ ャ ル は 約 3 , 8 5 8 億 円 ま で 拡 大 さ れ る と 予 想 さ れ る

教育業界ICT市場のポテンシャル※１

※１ 船井総合研究所が2021年10月に行った調査「教育業界におけるＩＣＴ市場の可能性」より抜粋
※２ 民間教育の業務管理市場は、民間教育業界（学習塾、英会話教室、音楽教室、民間学童等）における業務管理システムの市場規模を指します。
※３ 民間教育のICT市場は、民間教育業界における業務管理システム、BI/マーケティングツール、及び学習管理システムの市場規模合計を指します。
※４ 民間教育＋学校教育のICT市場は、民間教育業界及び学校教育業界における、業務管理システム、BI/マーケティングツール、及び学習管理システムの市場規模合計を指します。

SOM SAM

2,150億円
民間教育の

業務管理市場※２

542億円

TAM

民間教育＋学校教育
のICT市場※４

3,858億円
民間教育のICT市場※３
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当 社 は 設 立 し て か ら 一 貫 し て 、 教 育 事 業 者 向 け の サ ー ビ ス を 提 供

2 0 1 5年1月 東京都渋谷区に株式会社POPER設立

2 0 1 5年1 2月 SaaS型教育事業者等専用コミュニケーション＆業務管理プラットフォーム「Comiru」リリース

2 0 1 9年1 0月 業容拡大のため、東京都中央区に本社移転

2 0 2 0年8月 教育事業者等に特化したオンライン授業・自宅学習支援サービス「ComiruAir」リリース

2 0 2 0年1 2月 教育事業者等向け講師労務管理・講師コミュニケーションサービス「ComiruHR」リリース

2 0 2 1年6月 大手教育事業者等向け基幹システム機能を提供する「ComiruPRO」をComiruの新プランとしてリリース

沿 革
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現 在 は コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ＆ 業 務 管 理 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 「 C o m i r u 」 、
及 び 関 連 サ ー ビ ス で あ る 「 C o m i r u A i r 」 及 び 「 C o m i r u H R 」 の 3 サ ー ビ ス を 提 供

不要の部分を消す

おすすめ、※の部分、ダウンロード

不要の部分を消
す

おすすめ、※の
部分、ダウン

ロード

売上高に占める
Ｃomiruの割合

97%以上

2022年10月第3四半期までの実績

ComiruAir & ComiruHR
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「 C o m i r u 」 サ ー ビ ス 主 な 機 能 の ご 紹 介

▶ 利用さ れ る 生徒の I D 数 で 課金

2015.12 ▷▷▷

初 期 費 用
30,000円 / 教 室

利 用 料
- BASIC：300円 / 月 / I D

- PRO： 500円 / 月 / I D

保護者コミュニケーション 学習進捗管理 授業内容共有 請求・決済

保護者と気軽に連絡可能に、LINE連携や
既読・未読も確認可能

講師、生徒、保護者が一目瞭然で学習進捗
を確認し、今後の取り組み課題を明確に

授業内容、理解度、宿題対応状況等を簡単
に纏める事ができ、保護者と共有可能

請求書を簡単に作成することができ、
決済料率も業界最低水準

※サービスの一部抜粋（全15機能、順次増加中）
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教 育 業 界 で 業 務 管 理 S a a S を 提 供 す る 競 合 他 社 対 比 、
C o m i r u サ ー ビ ス は 利 用 で き る 機 能 が 多 く 、 か つ 安 価

競合比較 Comiru
Free Comiru A社 Ｂ社 C社 D社

価格
50名利用時の月額 無料 1.5万 5万 2-2.5万 2.4万 0.6万
初期費用（社） 無料 3万 10万 10万 5万 3万

機能

教室
管理

アンケート ● ● ● △別料金 ●
保護者連絡 - ● ● ● ● ●
指導報告書 - ● ● - ● -
入退室管理 - ● ● ● △別料金 ●
請求管理 - ● ● ● ● ●
オンライン決済 - ● - - - -
成績管理 - ● ● ● △別料金 -
座席管理 - ● ● ● ● -
学習管理 ● ● ● - -
営業活動管理 ● ● ● ● - -
購買機能（EC） ● ● - - - -

本部
管理

本部アカウント（教室横断管理） - ● ● - - -

本部連絡機能（保護者、講師） - ● ● - - -
本部アンケート配信（保護者） - ● - - - -
KPI管理 - ● ● - - -

個社対応の柔軟性（API対応） ☓ ● ☓ ☓ △ ☓

顧客属性
学習塾（中小） ● ● △ △ ●
学習塾（大手） ● ● ● - - -
学習塾以外 ● ● - - ● -11

※出所：2022年8月時点、各社開示情報を基に当社が作成



Cost Down Reduce Hours

「 Ｃ o m i r u 」 サ ー ビ ス の 導 入 メ リ ッ ト ：
運 営 コ ス ト の 低 減 だ け で は な く 、 事 務 作 業 の 時 間 の 削 減 に も 貢 献

電話/通信費

会 報 誌 送 付

口座振替/
クレジット請求

請求書送付

電話/通信費

会 報 誌 送 付

口座振替/
クレジット請求

請求書送付

中小教育事業者では、年間 20 万円
大手教育事業者では、

年間 4,000 万円のコスト削減を実現

保 護 者 連 絡

業 務 管 理

経 営 管 理

授 業

保 護 者 連 絡

業 務 管 理

経 営 管 理

授 業

生徒50名の個別指導塾では、
月間約100時間の事務時間を削減

Comiru導入前 Comiru導入後 Comiru導入前 Comiru導入後

12
※Comiru導入後のお客様事例



「 C o m i r u 」 の 導 入 メ リ ッ ト ： 保 護 者 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 強 化 す る こ と で 、
退 会 の 減 少 に 繋 が り 、 売 上 の 向 上 に も 貢 献

指導内容や結果を保護者に伝える テスト結果と対策を報告

うちの子きちんと勉強してるのかしら、、
家でも勉強してないし塾に行かせても意味ないのかも・・・

塾での頑張りの様子を伝えることで保護者も安心。
授業中の写真やノート、小テストの結果などの画像を送るだけ
でもその効果は大。

前回よりも学校の定期テストの点数が下がった、、
塾の先生はうちの子のこと気にかけてくれているのか・・・

しっかりとテスト対策を講じていたことを伝える。
その上で結果の分析と今後の方針を連絡することで、この塾に任せ
ていて安心だという信頼を獲得。

苦手単元の抽出 テスト対策スケジュール

生徒100名の学習塾において、退会人数を11名→2名に減少
年間200万円/教室の売上改善（※Comiru導入後のお客様事例）13



「 C o m i r u A i r 」 及 び 「 C o m i r u H R 」 サ ー ビ ス 主 な 機 能 の ご 紹 介

▶ 利用さ れ る 教 室単位 で 課 金

2020.08 ▷▷▷ 初期費用：30,000円/教室
利用料 ：利用機能、利用時間に応じて変動

3,000円/月/教室～

▶ 利用さ れ る 講師の I D数 で課金

2020.12 ▷▷▷
初期費用：無料
利用料 ：300円/月/ＩＤ

授業に特化したWebシステム 宿題管理・動画視聴 自宅学習支援 勤怠・給与管理

特定生徒のみの画面共有や手元画像のキャ
プチャ等授業に特化した機能を作りこみ

宿題進捗管理や、動画視聴機能を準備。更に、教育系
Youtuberと連携して、2,600本の動画コンテンツを用意

通学日以外でも、自宅で教育
事業者による学習支援が可能

講師のコマ給や事務給等学習塾を始めと
する教育業界特有事情にも対応した勤怠
管理が可能

※サービスの一部抜粋

※「ComiruAir」、「ComiruHR」のご利用には、「Comiru」のご利用が必要となります
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学
習
塾
等
教
育
事
業
者

生
徒
・
保
護
者

講
師

当 社 の 事 業 モ デ ル は 、 学 習 塾 等 教 育 事 業 者 向 け に サ ー ビ ス を 提 供 す る こ と で 、
初 期 費 用 及 び 月 額 利 用 料 を 受 領

教育事業者との
コミュニケーション/

業務管理

オンライン授業/
自宅学習支援提供

勤怠/シフト管理

業務管理/勤怠管理
/オンライン授業等

Comiruサービスの提供

「Comiru」 サービス
初期費用、利用料
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バ ッ ク オ フ ィ ス 領 域 へ の 戦 略 的 参 入 に よ り、
競争優位性を構築しつつ、 事 業 領 域 拡 張 が 可 能 に

当 社 は 参 入 障 壁 が 高 い バ ッ ク オ フ ィ ス 領 域 に 位 置 付 け る 事 で 、 競 争 優 位 性 を
構 築 し つ つ 、 取 得 し た 各 種 デ ー タ に 基 づ き 、 今 後 事 業 領 域 の 拡 張 も 可 能 に

プロダクト領域

教育事業者に
よるサービス
利用状況

取得可能な
データ

バックオフィス
業務

1 社 で 十 分

保 護 者
生 徒
先 生

成 績 ・学 習 デ ー タ
ア ン ケ ー ト

デ ー タ

コンテンツ

複数利用が
効果的

A社
B社
C社
D社

教材
コンテンツ

集客

複数利用が
効果的

E社
F社
G社
H社

口コミデータ

人材

複数利用が
効果的

I社
J社
K社
L社

人事データ

×
バックオフィス業務は1社のサービスのみ利用している教育事業者が多く、

切り替えコストも高いことにより、高い参入障壁を構築可能
16



12,005
50,583 

133,853

262,362

422,880 

第3期
17.10

第4期
18.10

第5期
19.10

第6期
20.10

売上高推移
（単位 ： 千円）

リ カ ー リ ン グ モ デ ル の 構築

サ ー ビ ス 本 格 稼 働 後 、 学 習 塾 市 場 を 中 心 に 高 い 売 上 高 成 長 率 を 実 現 し 、
A R R ※ が 9 0 % の リ カ ー リ ン グ モ デ ル を 構 築

売上高に占める
ARR※の割合

90%
第7期
21.10

売上高の95%が
学習塾市場向け

※CAGRとは、「Compound Annual Growth Rate」の略で、年平均成長率のことを指します。
※ARRとは、「Annual Recurring Revenue」の略称で、基本利用料（月額課金）の１年間の積み上がり状況を示しております。
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学 習 塾 市 場 を メ イ ン の タ ー ゲ ッ ト と し て 選 ん だ 理 由 と し て は 、
学 校 の 生 徒 の 3 人 に 1 人 が 通 い 、 教 育 の イ ン フ ラ に も な っ て い る た め

約52,000 教室
大手コ ン ビ ニ
3社店舗数※

教 室 数

学 習 塾 市 場 規 模 平 均 通 塾 率※

小 学 生

中 学 生

高 校 生

26％
54％
27％

≒

※学習塾の市場規模は、経済産業省「2019年経済構造実態調査報告書 学習塾編」より抜粋
※大手コンビニ3社の店舗数とは、セブン-イレブン・ジャパン、ファミリーマート（国内プロパー店舗）、ローソングループ（国内店舗数）の2022年8月末の店舗数合計51,532店を指す
※平均通塾率は、小学生と中学生は平成20年度文部科学省「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告」、高校生は2015年ベネッセ教育総合研究所の「学校外の学習機会」より抜粋18



経 営 ト ッ プ が 教 育 業 界 出 身 者 で あ る た め 、
教 育 現 場 の ニ ー ズ を 適 切 に 把 握 し た プ ロ ダ ク ト 開 発 が 可 能 、

運 用 時 の フ ォ ロ ー 及 び 迅 速 な 自 社 開 発 体 制 の 構 築 に よ り 、
低 解 約 率 ・ 高 リ テ ン シ ョ ン の ビ ジ ネ ス サ イ ク ル を 実 現

迅速な
自社開発
体制

業界出身者
の知見及び
現場課題の

発見

きめ細かな
カスタマー
サポート

大手含む
顧客基盤の

獲得

顧
客
の
業
務
効
率
化
・
売
上
最
大
化
に

最
大
限
資
す
る
プ
ロ
ダ
ク
ト
展
開
を
早
期
に
実
現

月間解約率

0.5%
※2021年10月期実績
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結 果 と し て

NRR※

>

既 存 顧 客 へ の ア ッ プ セ ル の 流 れ も 構 築 し 、 売 上 高 が ス ム ー ズ に 拡 大
他 の 「 C o m i r u 」 サ ー ビ ス の 追 加 に よ り ク ロ ス セ ル が 発 生

100％

コ ロ ナ 禍 も
売 上 は 拡 張

※NRRとは、「Net Revenue Retention」の略で、売り上げ維持率のことを指します。

20

全社導入 + 50 万円 / 月

テスト運用

22.08 ▷▷▷ 個別指導部門導入 ＋1,300ID + 38 万円 / 月

22.03 ▷▷▷

19,300ID： 634万円/月関東地区大手塾の事例

22.04 ▷▷▷

集団授業部門導入 18,000ID ＋546万円/月

22.09 ▷▷▷
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今 後 は 、 顧 客 基 盤 の 拡 大 と 、 A R P U ※ 最 大 化 の 二 軸 で 継 続 的 な 成 長 を 目 指 す

※「ARPU」とは、「Average Revenue Per User」の略称で、有料契約企業１社あたりの「Comiru」の基本利用料（月額課金）の平均値を示しております。

顧客基盤の拡大

導入事業者の多様化

学習塾
業界

－進学塾
－補習塾

…

習い事
業界

－英会話
－プログラミング
－スポーツクラブ

…

学校教育
業界

－学童
－私立学校
－公立学校

…

ARPU※の最大化

提供サービスの拡大

Comiru
FREE/BASIC

/PRO

－生徒管理機能
－マーケティング/BI
－大手基幹系機能

…

Comiru
AIR

－オンライン授業
－宿題管理
－動画視聴

…

Comiru
HR

－勤怠給与管理
…

継続的な成長

顧客基盤の拡大

多様な収益基盤の構築

ARPU※の最大化

多様なニーズへの対応
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大 手 塾 5,000人以上
（約200社）

1.0% 6.0% 25%

中 堅 塾 300～5,000人
（約1,000社）

1.4% 5.7% 25%

個人 塾 300人未満
（約31,000社）

1.6% 3.6% 25%

19.10 22.10 5～10年

学 習 塾 分 類 Comiru サ ー ビ ス の 市 場 占 有 率

学 習 塾 業 界 に お い て は 、 個 人 塾 か ら 大 手 塾 ま で 幅 広 く 展 開 し 、
今 後 も シ ェ ア を 拡 大 予 定

※ 当社は、生徒数規模によって大手塾、中堅塾、個人塾を分類しております。
※ 各分類の分母となる想定対象社数は、全国私塾情報センター「学習塾白書 2020 」、経済産業省「2019年経済構造実態調査報告書 学習塾編」より当社推定

顧客基盤の拡大

施策案

他 塾 の 先 進 的 な 事 例 の 共 有 や 経 営
セ ミ ナ ー 、 業 界 紙 で の 継 続 的 な 啓 蒙
活 動 に よ る シ ェ ア の 拡 大 を 狙 う

保 護 者 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 始 め と
す る 様 々 な 機 能 に お け る A P I 連 携 や
基 幹 系 機 能 の 開 発 強 化 に よ り 、
シ ェ ア の 拡 大 を 狙 う

利 用 可 能 機 能 と 価 格 の 競 争 優 位 性 を
維 持 す る こ と で 、 シ ェ ア の 拡 大 を
狙 う
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学 習 塾 市 場 以 外 に つ い て は 、 プ ロ ミ ン グ 教 室 や 英 会 話 教 室 を 中 心 と す る 習 い 事 市 場 へ
の 獲 得 を 加 速 し 、 私 立 や 公 立 学 校 市 場 へ の 進 出 に よ る 顧 客 基 盤 の 拡 大 を 狙 う

顧客基盤の拡大

現在 2024年1 0月期 5~10年

＜売上高構成比＞

学習塾
95%

その他習い事 5% その他習い事
20%

学習塾
80%

学習塾
50%

その他習い事・
私立・公立学校

50%
プロミング教室や英会話
教室等を中心に、学習塾
以外の習い事市場の獲得
を加速

私立や公立学校市場への
参入により、学習塾市場
以外の売上高割合を高める
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単 価 向 上 パ タ ー ン

月額 単価 増加モ デ ル ケ ー ス

コミュニケーション
機能のみ利用

基幹機能
追加

1 教室
＠5,000円

1 ID
＋ 200 円

最終的
に単価 ２倍

入 退 室
管 理

教 務
管 理

保 護 者
連 絡

コ マ
管 理

集 客
管 理

承認
ワーク
フロー

オンライン
授 業

オ ン ラ イ ン 授 業 や 基 幹 シ ス テ ム 機 能 等 新 し い 機 能 を
次 々 と 投 入 す る こ と で 、 既 存 顧 客 と 新 規 顧 客 両 方 の 単 価 向 上 を 図 る

HR機能
追加

Air機能
追加

講師 1 ID
＠300 円

2020年以前機能
/ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 機能

2020年以後リ リ ー ス

1 5 0 万

1 0 0 万

2 5 万
2 5 万

勤怠
給与
管理

基幹システムをリプレース＆クロスセル

5 0 教 室 / 生徒 5, 0 0 0 名
講 師 1 ,0 0 0 名 の 塾 の 場 合

ARPUの最大化

C o m i r u P R O

Comiru PROを始めとする基幹システム系機能の導入に
より、大手塾の基幹システムのリプレース＆クロスセル
を加速
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シ ス テ ム 提 供 以 外 に も 教 育 事 業 者 の 日 常 運 営 に 必 要 な 各 種 サ ー ビ ス を
提 供 す る こ と で 、 更 な る 付 加 価 値 の 向 上 を 狙 う

ARPUの最大化

26

現状提供サービス

備品購買
大手備品メーカーと連携し、
コピー用紙や各種事務用品等教育事業者の
運営に必要な備品等を割安価格で提供

講師派遣・
紹介

大手講師派遣及び紹介事業者と連携し、
教育事業者のニーズに応じて
講師の派遣及び紹介を斡旋

請求・決済
決済事業者と連携し、
割安価格にてクレジットカード決済や
口座振替サービスを提供

教育コンテンツ
提供

教育コンテンツホルダーと連携し、
授業に必要な各種教育コンテンツを提供

今後提供予定サービス

BI・
マーケティング

各講師の空き時間や得意科目等の
データを生かした個別オンライン指導のマッチング

Comiruで培った先生ネットワークと、家庭をオンラインでマッチングする

Comiru利用講師

6万人

先生 家庭

塾の先生の空き時間の有効活用により、
高品質且つ低価格で可能。

学習塾や家庭教師に通う場合よりも
更に細かく自分の求める条件にあった

先生に出会える

得意科目

資格

出身校

性格

趣味
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各 事 業 に お け る 主 要 K P I と 主 な 投 資 領 域
継 続 的 な 売 上 成 長 を 重 視 し つ つ 、 規 律 を 維 持 し な が ら 必 要 領 域 へ の 投 資 を 行 う

主要KPI

投資
領域

販売
管理費

開発投資

■売上高成長率
ー教育業界へのビジネスインパクト：有料契約顧客数
ー提供サービスの価値向上：顧客あたり月間売上高（ARPU ※ ）
ー事業の継続率：月間平均解約率
ー顧客からの安定的な継続収益：年間経常収益（ARR ※ ）

■安定的な収益確保：売上総利益率、営業利益率

■広告宣伝費/売上高比率：
教育機関向けセミナーの開催や自社媒体の活用、及びブランディング
活動の強化による効果的なマーケティング活動の実施

■人件費：
売上の拡大に伴う必要な優秀人材の獲得

■開発人件費、業務委託費：
教育機関が利用しやすいよう、既存機能の改善と新機能の追加

※「ARPU」とは、「Average Revenue Per User」の略称で、有料契約企業１社あたりの「Comiru」の基本利用料（月額課金）の平均値を示しております。
※「ARR」とは、「Annual Recurring Revenue」の略称で、基本利用料（月額課金）の１年間の積み上がり状況を示しております。
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19.10 20.10 21.10 22.10
（予）

有料契約企業数（単位：社）

有 料 契 約 企 業 数 と A R P U ※ は 順 調 に 増 加

490

711

944

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

23,498 

32,136 

40,638 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

ARPU※（単位：円）

※「ARPU」とは、「Average Revenue Per User」の略称で、有料契約企業１社あたりの「Comiru」の基本利用料（月額課金）の平均値を示しております。

23.10
(予）

19.10 20.10 21.10 22.10
（予）

23.10
(予）
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19.10 20.10 21.10 22.10
（予）

解約率

解 約 率 も 0 . 5 % ま で 低 下 し 、 A R R ※ は 順 調 に 増 加

0.6%

0.8%

0.5%

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

0.8%

0.9%

108,632 

235,794 

410,533 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

※「ARR」とは、「Annual Recurring Revenue」の略称で、基本利用料（月額課金）の１年間の積み上がり状況を示しております。

23.10
(予）

19.10 20.10 21.10 22.10
（予）

23.10
(予）

ARR※（単位：千円）
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事 業 計 画
2 0 2 1 年 1 0 月 期 ま で は 、 「 C o m i r u 」 サ ー ビ ス の 機 能 拡 大 と ガ バ ナ ン ス の 強 化

に 向 け て 、 人 件 費 等 を 中 心 に コ ス ト を 先 行 し て 投 入 。 2 0 2 2 年 6 月 か ら 契 約 顧 客 数 の
拡 大 等 に よ り 、 単 月 黒 字 を 実 現 し 、 2 0 2 3 年 1 0 月 期 か ら 通 期 黒 字 を 実 現 予 定

売上 262 442 660 903

売上総利益 176 301 474 683

売上総利益率 67.3% 68.1% 71.9% 75.7%

販管費 369 482 501 611
人件費 161 286 306 379

業務委託費 58 65 83 91

広告宣伝費 57 58 40 50

その他 91 71 70 89

営業利益/損失(△) △192 △180 △26 72
営業利益率 △73.5% △40.8% △4.1% 7.9%

経常利益/損失(△) △194 △181 △37 61

当期純利益/損失(△) △195 △184 △38 56
(単位：百万円)31

2 0 2 0年 1 0月期 2 0 2 1年 1 0月期 2 0 2 2年 1 0月期 (計画 ) 2 0 2 3年 1 0月期 (計画 )



事 業 計 画 遂 行 上 の 重 要 な リ ス ク と 対 応 方 針 ①
以下には、当社が経営においてリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項について記載しております。有価証券報告書（Iの部）「事業等のリスク」に記載の内容
のうち、 成長の実現や事業計画の遂行に影響する主要なリスクを抜粋して記載しております。その他のリスクは、有価証券報告書（Iの部）「事業等のリスク」をご参照くだ
さい。なお、文中 の将来に関する事項は、現在において当社が判断したものであり、将来において発生する可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。ま
た当社のコントロールで きない外部要因や必ずしもリスク要因に該当しない事項についても記載しております。

項目 主要なリスク リスク対応策 発生
可能性 影響度

技術革新への
対応

■技術革新のスピードやこれに伴う新たな
ビジネスモデルの出現を含む市場環境の変化に、
当社が適時適切に対応できな いリスク

■最先端の技術、知見、ノウハウの取得に注力
■技術革新に対応できる開発スタッフの採用・育成

競合の動向

■競合他社や新規参入事業者の資金力、
技術開発力、価格競争力、 顧客基盤、営業力、
知名度などにおいて、当社が劣勢に立たされ、
期待通りのサービスを提供できない、
または顧客を獲得・維持できないリスク

■継続的に提供サービスの機能改善と新機能の開発
■顧客向けのサポート体制及び経営支援体制の強化
■効果的なマーケティング活動の実施

事業の拡大
■システム投資や人件費等、追加的な支出が発生し、

利益率が低下するリスクや、新規事業の拡大・
成長が予測通りに進まないリスク

■これまで培ってきた事業立ち上げの知見を
活かした新規事業の立案と遂行

■事業全体の収益性を勘案した投資水準の決定

少子化による
影響

■少子化が急速に進行し、教育業界全体が著しく
縮小するリスク

■学習塾や学校法人に対するサービス提供の
機能強化、ラインナップの充実、及び経営
支援体制の強化

32

低

中

低

中

中

大

中

中



事 業 計 画 遂 行 上 の 重 要 な リ ス ク と 対 応 方 針 ②

33

項目 主要なリスク リスク対応策 発生
可能性 影響度

人材の確保

■事業規模の拡大に応じた外部からの
優秀な人材の採用や、当社における
人材育成が計画通りに進まず、
必要な人材を確保できないリスク

■自社で培ってきた多様かつ優秀な人材の採用
するための知見の活用と採用活動の強化

■入社後の研修やOJTによる人材育成

個人情報を含む
情報管理

■人的ミスや自己、災害、悪意をもった
第三者による不正アクセス、
その他予期せぬ要因により情報漏洩が発生し、
多額の費用負担を負う可能性や、
顧客の信用を失うことにより取引関係が悪化し、
当社の事業及び業績に影響を与えるリスク

■Pマークを取得し、個人情報保護規程、
情報管理規程など、重要な情報資産の保護に
関する規程やマニュアル等を整備運用

■重要な情報資産の管理について、
適切なアクセス権限管理及びパソコンと
外部記憶媒体の接続を物理的に不可する等、
組織的かつ技術的、物理的な安全管理措置を講じる

資金使途

■変化する事業環境により柔軟に対応するため、
現時点における計画以外の使途にも充当される
可能性や、計画に沿って資金を使用した場合でも
想定通りの投資効果を上げられないリスク

■Edtech市場や自社の状況を踏まえ、
重要かつ投資対効果が大きい領域に投資 低

大

小

中中

中
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免 責 事 項

本資料の作成に当たり、当社は当社が入手可能な統計等の当社以外の第三者情報についての正確性や完全性に依
拠し、前提としていますが、その正確性あるいは完全性について、当社は何ら表明及び保証するものではありま
せん。

また、発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれている場合がありますが、これらの
将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当
社として、その達成を約束するものではありません。当該予想と実際の業績の間には、経済状況の変化やお客様
のニーズ及び嗜好の変化、他社との競合、法規制の変更等、今後のさまざまな要因によって、大きく差異が発生
する可能性があります。

なお、本資料は年度決算の発表予定時期である毎年12月頃を目途に開示する予定です。




